
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） 1 　職員手当には退職手当を含みません。

      2 　職員数は、平成２７年４月１日現在の人数です。

 (3) ラスパイレス指数の状況

（注） １  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について
①給料表の見直し
平成27年4月1日より給料表の見直しを実施。

一般行政職の給料表については、国、県の見直し内容を踏まえ、平均１．８５％引下げ。

激変緩和のため、経過措置（現給保障）を実施。

他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。
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区　　分

職員数

　　　　　　Ａ
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２６年度

区　　分

66,073

人　

給与費 　B/A　　　　　　Ａ
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３　平成２４年及び平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がない
とした場合の値です。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２７年４月１日現在）
　　　　〇一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

※以下、技能労務職員の給与等の取組方針

　〇技能労務職
・現状

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（平成24～26年の３か年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較に当たり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された

　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

(2) 職員の初任給の状況（平成２７年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２７年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

307,586

中　学　卒

－

-

126.4%

328,318

310,183

－ －－

－

－

参　考

Ａ／Ｂ

－

平均給与月額
（Ｂ）

－

対応する民間
の類似職種

民　　　間

－

41.7

公　　務　　員

区分
平均年齢平均年齢

平均給与月額
（Ａ）

337,254

職員数

－

うちその他

類似団体（Ⅱ-2）

341

－

273,100高　校　卒

大　学　卒

－

3,430,800

262,000

区分
民間
（Ｄ）

Ｃ／Ｄ

342,918

公務員
（Ｃ）

14

50.2

経 験 年 数 １ ０ 年

52.4

409,436

平均給与月額

408,996

43.3 335,158 427,918

平均給与月額区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額

－

国

397,385

埼玉県

334,283

秩父市 392,026

43.5

類似団体（Ⅱ-2） 42.8

－

149,000

133,450

354,875

326,813

区　　　　　分

43.6

（国ベース）

－

調理士

　　　　　　　　　　－

経 験 年 数 １ ５ 年

174,200

142,100

　　　　　　　　　　　－

342,883329,088

平均給与月額
（国比較ベース）

327,000

324,744

357,194

383,875

平均給料月額

－

322,942

経 験 年 数 ２ ０ 年

304,986

－
技能労務職

一般行政職
大　学　卒 275,090

－

　　　　　　　　　　－

－

秩父市

317,350

7

－

318,090

一般行政職

－

324,104

322,942

53.2 22

331,170

　　　　　　　　　　　－

－

393,587

秩　父　市

180,800

－

国埼　玉　県

－

289,141

うち学校給食員 54.7

埼玉県

335,571

352,609

－秩父市

国

－

2994

高　校　卒

50.5

参　　　考

年収ベース（試算値）の比較

39

155.8%5,346,240

高　校　卒

228,700

243,500

区　　　         分

142,100

技能労務職 高　校　卒

―

146,500

54.5

174,200

※技能労務職の初任給は、職務、経験に応じて定めます。

235,200

－

うち学校給食員

中　学　卒
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２７年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（注） 1

2 　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

(2) 昇給への勤務成績の反映状況 ※企業職（水道事業職員）を除きます。

　 ・試行により、管理職のみ昇給に勤務実績を反映。

378,700

285,000 390,700

315,800 407,900

　　　　　　　　人

4.3

347,700

57

　　　　　　　　人

次長・専門員・技監

部長・室長・参事・総合支所長・会計管理者
17

%

６　　級
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217,100

258,300

課長・所長・主席主幹

244,900137,600

180,700

18.4

360,100 442,600

405,800 466,300

７　　級
26

　秩父市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

6.5

%
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%
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%
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%

%
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4.3
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当 ※企業職（水道事業職員）を除きます。

千円 千円

（２６年度支給割合） （２６年度支給割合） （２６年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 ５％～２０％ ・役職加算 ５％～２０％ ・役職加算 ５％～２０％

・管理職加算 １０％～２５％ ・管理職加算 １０％～２５％

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

・管理職のみ、勤勉手当の成績率に勤務実績を反映。

(2) 退職手当（平成２７年４月１日現在） ※企業職（水道事業職員）を除きます。

　（支給率） 　　自己都合 　　勧奨・定年 　（支給率） 　　自己都合 　　勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例（2％～20％加算）その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　

自己都合 千円

　　 千円

　（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種（企業職を除く）に係る職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当
支給なし

秩　　　　　父　　　　　市

1,462

2.60

埼　　　　　玉　　　　　県

1.50

1.45

49.59 49.59

国

34.5825

41.3250

34.5825

49.59

21,727

29.1450

１人当たり平均支給額（２６年度）

2.602.60

１人当たり平均支給額（２６年度）

29.1450

1,649

1.50

49.59

勧奨・定年

49.59

25.5562520.4450

定年前早期退職特例（2％～45％加算）

49.59

秩　　　　　　　　　　父　　　　　　　　　　市

41.3250

1.50

1.45 1.45

20.4450

0.70

25.55625

0.70

国

―

0.70

250
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 (4) 特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在） ※企業職（水道事業職員）を除きます。

（注）

千円

千円

　円

　円

　％

14

 (5) 時間外勤務手当 ※企業職（水道事業職員）を除きます。

千円

千円

千円

千円

社会福祉課等に勤務する職員

大型特殊自動車及びマイクロバ
スの運転に関する業務

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２６年度） 19.8

市税の収納業務に従事する職員

し尿処理施設又はし尿処理の器
具等の故障又は修繕等の業務

用地課等に勤務する職員 日額３００円
土地の取得等における著しく困
難な用地交渉に関する業務

日額３００円

日額４００円

市立病院に勤務する技師 日額２３０円

道づくり河川課等に勤務する職員

行旅死亡人等処理手当

公害防止のために不快な場所で
行う調査又は取締に関する業務

１体３，０００円社会福祉課等に勤務する職員

老人ホーム入所死亡者の処置に
関する業務

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算）

レントゲン撮影作業手当

日額５００円

市立病院に勤務する職員 夜間看護業務

128,414

月額（給料月額の100分の20相当額）

98,553

171

支給実績（平成２５年度決算）

手当の名称

高電圧業務に従事した職員

公共用地交渉手当

市立病院および大滝国保診療所に勤務する
職員

往診手当

生活衛生課等に勤務する職員

市立病院および大滝国保診療所に勤務する
医師

公害調査手当

主な支給対象職員

支給実績と支給職員１人当たり平均支給年額の下段は、秩父市立病院及び大滝国保診療所に勤務する医師
と看護師に対する支給実績、上段は、それ以外の職員（企業職を除く）に対する支給実績です。

主な支給対象業務

日額２３０円

左記職員に対する支給単価

441,602

大型特殊自動車及びマイクロバスの運転に
従事した職員

１件３００円

清流園に勤務する職員

大型特殊自動車、
マイクロバス運転手当

高電圧業務手当

し尿処理特別手当

犬猫等死体処理手当

市税外務手当

生活衛生課及び総合支所市民福祉課に勤
務する職員

道路等における犬猫等の死体処
理に関する業務

高圧の機械器具、電線に接近し
て行う保守に関する業務

研究手当

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）

134

レントゲン撮影透視の業務

正規の勤務時間以外の時間の
救急医療等の業務

大滝国保診療所に勤務する医師

日額１，８００円

１体１，０００円

１件５００円

深夜における勤務時間が6時間以上で
ある勤務1回　6,200円
深夜における勤務時間が4時間以上6
時間未満である勤務1回　3,300円
深夜における勤務時間が2時間以上4
時間未満である勤務1回　2,900円

1件（往診料の100分の50相当額）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）

医師の自己研究のために支給

市税の滞納処分のため、臨宅
し、差押執行に関する業務

行旅死亡人又は変死人の処置
に関する業務

勤務時間が1時間以上1回1,200円

支給実績（平成２６年度決算）

社会福祉業務手当

道路舗装に関する業務道路舗装作業手当

293
支給実績（平成２６年度決算）

52,109

18,312

医師が必要と認めて往診したとき
に支給

夜間看護等業務手当

5



(6) その他の手当（平成２７年４月１日現在） ※企業職（水道事業職員）を除きます。

①配偶者 13,000円 円

②配偶者以外

　・１人につき  6,500円

③満16歳から22歳までの子1人につき

   5,000円加算

①借家・借間 円

家賃に応じて月額27,000円以内

① 円

②

③

① 円

②

片道2km～5㎞ 2,000円

片道5km～10㎞ 円

片道10km～15㎞ 円

片道15km～20㎞ 円

片道20km～25㎞ 円

片道25km～30㎞ 円

片道30km～35㎞ 円

片道35km～40㎞ 円

片道40km～45㎞ 円

片道45km～50㎞ 円

片道55km～55㎞ 円

片道55km～60㎞ 円

片道60km以上 円

①部長、総合支所長等  80,000円 円

②次長、専門員等　68,000円

③課長等　55,000円

④主席主幹等  50,000円

⑤主幹  40,000円

円

円

円

（注） 夜間勤務手当及び休日勤務手当の支給額は、時間外勤務手当に含みます。

7,100

26,200

21,600

18,700

15,800

12,900

10,000

同

国の制度と国の制度

4,200

28,000

①及び②以外で特別な事情があると認
められるもの  月額2,500円以内

同

31,600

29,800

交通機関（鉄道等）利用者　→運賃額
に応じて月額最高55,000円まで支給
（ただし、鉄道利用者については、６
か月定期券の額に基づいて一括支給）

休日勤務手当

同

異

採用による欠員の補充が困難な医師等
月額183,100円以内

一般の宿日直、災害発生等に対処するため
の勤務および入院患者の病状の急変等に対
処するための医師の勤務に支給　→6,000円
～42,000円

通勤手当

祝日等において勤務を命ぜられた場合に支
給　→勤務1時間あたりの給与額×135/100

24,400

239,640

（平成２６年度決算）異なる内容

同

74,049

162,109

千円

内容及び支給単価手当名 との異同

（平成２６年度決算）

支給職員１人当たり

千円

平均支給年額

68,041

千円

29,828

36,334

千円

-

62,079

661,670

－

千円

千円

-

117,082支給額等

千円

24,002

午後10時から翌日の午前5時までに勤務した
場合に支給　→勤務1時間あたりの給与額×
25/100

－同

管理職手当

夜間勤務手当

宿日直手当

交通用具（自家用車等）利用者　→通
勤距離に応じて月額支給

千円

同

298,278

2,821,790

（配偶者なしの場合、そのうちの１人は
11,000円）

同

支給実績

医学または歯学に関し専門的知識を有し、
採用による欠員の補充が困難なもの（①以
外） 月額50,000円以内

住居手当

初任給調整手当

扶養手当

6



５　特別職の報酬等の状況（平成２７年４月１日現在） ※1・※2　平成21年7月1日から特例減額

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） 　（支給時期）

給料月額×在職月数×0.4025 17,001,600円 任期毎

給料月額×在職月数×0.2415   8,682,408円 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

（注） 1 　職員数は一般職に属する職員数です。

2 　[     ]内は、条例定数の合計です。

0

832,000

月分

412,000

副 市 長

給
料

市 長 ※1　440,000

1

253

46 45

28

（　　　　　　　　　　   　　 　　　　　　　円）

（　　　　　　　　　880,000　　　　　　　円）

▲ 1

[    895     ］

（　　　　　　　　　749,000　　　　　　　円）

※2　674,100

320,000

629,000

給 料 月 額 等

0

＜参考＞
　　人口１万人当たり職員数73.64人
（類似団体Ⅱ-2の人口1万人当たり職員数70.63人）

＜参考＞
　　人口1万人当たり職員数63.48人
（類似団体Ⅱ-2の人口1万人当たり職員数54.60人）

12

主 な 増 減 理 由

▲ 1

▲ 1

0

4.05

（参考）類似団体（Ⅱ-2）における最高／最低額

440,000

（　　　　　　　　　　   　　 　　　　　　　円）

107

660,000

1,012,000

380,000

31

486497

73

340,000575,000

（　　　　　　　　　　   　　 　　　　　　　円）

343,000

361,000

▲ 1

期
末
手
当

民　　生

退
職
手
当 副 市 長

普
通
会
計
部
門

教育部門

小　計

　計

　　　　　　　　　　区　　分
　部　　門

対前年
増減数

議 員

5

平成２６年

0

市 長

　　（平成２６年度支給割合）

4.05

職 員 数

22

38

107

112 111

5

37

1労　　働

農林水産

市 長

議 長

商　　工

一
般
行
政
部
門

総　　務

税　　務

衛　　生

土　　木

報
酬

副 議 長

71

21

議 員

副 市 長

副 議 長

議　　会

[    895     ］ [   　0    ］

＜参考＞
　　人口1万人当たり職員数113.79人

▲ 1

1

▲ 1

▲ 11

▲ 5

0

▲ 6

751 1

265 12

750

病院

71

水道

424

15

30

179

419

67

191

合　　計

その他

522,000

　　（平成２６年度支給割合）

公営企
業等会
計部門

区 分

小　計

平成２７年

15

20

29

下水道

議 長

23

7



(2) 年齢別職員構成の状況（平成２７年４月１日現在）

　

(3) 職員数の推移

（注） 1 　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

2 　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

3  公営企業等会計部門を対象とした定員管理に関する計画はありません。

７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況
     ア　決算

　　　

（注） 1 　職員手当には退職手当を含みません。

      2 　職員数は、平成２６年４月１日現在の人数です。

２６年

424

73

487497

797

431

84

245

457

68

２６年度
6,776

千円人 千円

31 108,911 5,013

千円

49,432

752

千円

（参考）類似団体平均

千円

▲48（▲6.0％）

職員給与費比率

750

める職員給与費比率

▲65（▲11.8％）552 515

255

533 508

253246

95

２５年

59歳

44歳

5

人

区　分

20歳

未満 23歳

職員数

～

20歳

81 76

～～～ ～ 計

人

751

人

1

人

108 83

人人

85

48歳

104

～

２７年

人

55歳 以上

人

52歳 60歳

51歳47歳43歳

56歳

～ ～

39歳27歳 31歳

～ ～

24歳 40歳32歳 36歳28歳

給　 料 職員手当　　　　　　Ａ

120,955

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

1,668,099

6,219165,119

一人当たり給与費　　計　　Ｂ

　　　　　千円

9.9

期末・勤勉手当

一人当たり

165,119

給与費 B/A

２６年度
千円　　　　　千円

区　　分 職員数

純損益又は実

平成２５年度の総費用に占

千円　

81

人人

23 43

２２年

61

　　　　　　　　　　　　年度
　　部門別

２３年 ２４年

Ａ  　　　　　　Ｂ／Ａ

総費用に占める

質収支

Ｂ　

区分 総費用

9.8

20（8.2％）

770779

％　

252

760

％　　　　

265

（参考）

人人

90 ▲27（▲28.4％）

443

職員給与費

419429

79

▲38（▲8.3％）

35歳

人

総合計

公営企業等会計計

警察

普通会計計

消防

一般行政

教育

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比
５年前の構成比

%
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② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

 ③ 職員の手当の状況
 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２６年度支給割合） （２６年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 職制上の段階、職務の級等による加算措置 有

・役職加算 ５％～２０％ ・役職加算 ５％～２０％

（注） ( 　 )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成２７年４月１日現在）

　（支給率） 　　自己都合 　　勧奨・定年 　（支給率） 　　自己都合 　　勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例（2％～20％加算）その他の加算措置

（退職時特別昇給　　勧奨退職の場合） （退職時特別昇給　　勧奨退職の場合）

制度なし 制度なし

１人当たり平均支給額　　 １人当たり平均支給額　　

自己都合 千円 自己都合 千円

　　 千円 　　 千円

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当
支給なし

エ　特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在）
千円

円

％

5

350,100

事 業 者

510,208

　　　　　　区　　分

団 体 平 均

平均月収額

517,229

１人当たり平均支給額（平成２６年度）

－

秩　　　　　　　　父　　　　　　　　市

－

基本給

秩父市　（企業職以外）

1.45

水道部に勤務する職員
大型特殊自動車の運転に関する
業務

勧奨・定年

手当の名称

41.33

49.5900

日額５００円

0.70

公共用地交渉手当 日額３００円

2.60

1.45

20.45

0.70

2.60 1.50

秩 父 市

1.50

緊急呼出しによる、水道工事等
に関する業務

主な支給対象業務

緊急水道工事等業務手当 水道部に勤務する職員

月額３,０００円
補助業務月額１，０００円

土地の取得等における著しく困
難な用地交渉等に関する業務

１回１，０００円

高電圧業務手当

大型特殊自動車運転手当

主な支給対象職員

14,000

支給実績（平成２６年度決算） 434

定年前早期退職特例（2％～20％加算）

－

96.8

25.5563

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２６年度）

手当の種類（手当数）

20.45

49.59

34.582529.15

21,727

49.5900

25.5563

44.9

29.15

348,021

34.5825

水道部に勤務する職員

1,643

１人当たり平均支給額（平成２６年度）

1,462

秩 父 市 47.9

平均年齢

１件５００円

勧奨・定年

41.33

25,584

49.5900

高圧の機械器具、電線に接近し
て行う保守に関する業務

49.59 49.5900

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）

250

水道部に勤務する職員

給水停止業務手当 水道部に勤務する職員
水道料金滞納者等の給水停止
業務

秩父市　（企業職以外）
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成２７年４月１日現在）

①配偶者 13,000円 円

②配偶者以外

　・１人につき  6,500円

③満16歳から22歳までの子1人につき

  5,000円加算

①借家・借間 円
家賃に応じて月額27,000円以内

① 円

②

片道2km～5㎞ 2,000円

片道5km～10㎞ 円

片道10km～15㎞ 円

片道15km～20㎞ 円

片道20km～25㎞ 円

片道25km～30㎞ 円

片道30km～35㎞ 円

片道35km～40㎞ 円

片道40km～45㎞ 円

片道45km～50㎞ 円

片道55km～55㎞ 円

片道55km～60㎞ 円

片道60km以上 円

①部長  80,000円 円
②次長、専門員　68,000円

③課長、所長等　55,000円

④主席主幹  50,000円

⑤主幹  40,000円

円

円

円

（注） 夜間勤務手当及び休日勤務手当の支給額は、時間外勤務手当に含みます。

226,421

千円

扶養手当

午後10時から翌日の午前5時までに勤務した
場合に支給　→勤務1時間あたりの給与額×
25/100

支給職員１人当たり

5,175

宿日直手当

管理職手当

交通機関（鉄道等）利用者　→運賃額
に応じて月額最高55,000円まで支給
（ただし、鉄道利用者については、６
か月定期券の額に基づいて一括支給）

交通用具（自家用車等）利用者　→通
勤距離に応じて月額支給

支給実績（平成２５年度決算）

支給実績（平成２６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）

7,100

支給実績

（平成２６年度決算）

517

454

5,903

一般行政職
の制度と異な

る内容

324,000

手当名 内容及び支給単価

同住居手当

同

千円

平均支給年額

（平成２６年度決算）

通勤手当 同

夜間勤務手当

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算）

4,200

－

46,8601,172

千円

一般行
政職との

異同

休日勤務手当
祝日等において勤務を命ぜられた場合に支
給　→勤務1時間あたりの給与額×135/100

（配偶者なしの場合、そのうちの１人は
11,000円）

同

千円

同

648

-
千円

10,927

一般の宿日直、災害発生等に対処するため
の勤務に支給　→3,000円～6,000円 同

－-

千円

174 58,000

千円

同

5,062

682,953

26,200

28,000

29,800

31,600

10,000

12,900

15,800

18,700

21,600

24,400
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